
（別紙様式３）

１．地区の概要
（１）地 域 ：新潟県新発田市
（２）受 益 面 積 ：324ha
（３）主 要 工 事 ：区画整理　324ha、暗渠排水　288ha
（４）事 業 費 ：4,994百万円
（５）事 業 期 間 ：平成15年度～平成28年度（第２回計画変更：平成21年度）

２．投資効率の算定

総事業費

年総効果額

廃用損失額 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 35年 当該事業の耐用年数

妥当投資額

投資効率 1.30

３．年総効果額の総括

区分

効果項目

農業生産向上効果

作物生産効果

農業経営向上効果

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

生産基盤保全効果

更新効果

408,664

68,989

区　　　　　　　分

③

④

還元率*(1+建設利息率)

②

⑤

⑥＝②／⑤－③

10,708

325,095

年 総 効 果

54,895

54,895
老朽化した施設の更新による従前の農業生産を
維持する効果
対象施設：用水路、農道　ほか

佐々木南部郷地区の事業の効用に関する説明資料

0.0553

7,320,957

算定式

①

314,387

総合耐用年数に応じ、年総効果額から妥当
投資額を算定するための係数
（T=５年）

備　　　考数値（千円）

5,597,547

⑦＝⑥／①

施設の新設、改修による維持管理費の増減する
効果
対象施設：用水路、排水路　ほか

（ 千 円 ）

24,757

24,757
区画整理及び暗渠排水の整備に伴い農作物の生産
量が増加する効果
対象作物：水稲、飼料作物、大豆　ほか

効 果 の 要 因

ほ場の大区画化及び乾田化による労働の省力化、
機械経費の節減する効果
対象作物：水稲、飼料作物、大豆　ほか



生産環境整備効果

非農用地創設効果

地域資産保全・向上効果

文化財発見効果

地籍確定効果

減少効果

廃用損失額

合　　　計 408,664

18

18

68,989
廃止及び改修によって施設の有する残存価値が失
われる廃用損失額

3,899

2,316 区画整理の実施により、地籍が明確になる効果

事業の実施にともない付随的に埋蔵文化財が具現
化される効果

68,989

ほ場整備の実施に伴う換地により、非農用地（公
共用地）を創設する効果

1,583



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、飼料作物、大豆、えだまめ、なす、ばれいしょ、ねぎ

○年効果額算定式

○年効果額の算定
効果 計画単収

効　果 発生 又は 増加 生 産 物 増 加 年効果額

要　因 面積 単収増 生産量 単 価 粗 収 益

現況 評価時点 増減 (ha) （kg/10a） （t） （千円/t） （千円） ％ （千円）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥=④×⑤/100 ⑦ ⑧＝⑥×⑦ ⑨ ⑩＝⑧×⑨

219 219 0 単収増 219 44 96 276 26,496 77% 20,402

計 20,402

18 18 0 単収増 18 573 26 111 2,886 3% 87

計 87

33 63 30 単収増 33 14 5 79 395 63% 249

作付増 30 185 56 79 4,424 0% 0

計 249

3 3 0 単収増 3 30 1 462 462 81% 374

計 374

5 5 0 単収増 5 198 10 182 1,820 81% 1,474

計 1,474

2 2 0 単収増 2 407 8 92 736 82% 604

計 604
23,190

3 7 4 単収増 3 254 8 192 1,536 80% 1,229

作付増 4 2,204 88 192 16,896 2% 338

計 1,567
1,567

総計 24,757

大
豆

ば
れ
い
し
ょ

ね
ぎ

田

畑

畑作物計

田作物計

な
す

　農業用用排水施設及び暗渠排水の整備によって、作物の「単収増加」及び「作物別作
付面積の増加」により農作物の生産量が増加する効果。

計
画
地
目

作
物
名

　年効果額＝生産増減量×生産物単価×純益率

純
益
率

作付面積（ha）

水
稲

飼
料
作
物

え
だ
ま
め



・純益率(⑧)：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。

：農林水産統計等による最近5か年の販売価格に消費者物価指数を反映
　した価格。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と
　合わない。

・作付面積
(①・②）

：受益面積の変動分を、佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書の
作物別面積割合をベースに按分して算定。

・計画単収
　又は、単収増
　(⑤)

・生産物単価
　(⑦)

：農林水産統計等による最近5か年の現況単収に乾田化効果等による
　増収率を反映して算定。なお、効果要因単収増では、計画単収から
　現況単収を差し引いた単収増加分を使用して算定。

・飼料作物の増加生産量は、牛乳換算とするため計算値の25％としている。



（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、飼料作物、大豆、えだまめ、なす、ばれいしょ、ねぎ

○効果算定式
　年効果額＝現況営農経費－評価時点における営農経費

○年効果額の算定
ha当たり節減額 効果発生 年効果額

面　積
（ha）

（千円）

現況① 評価時点② 現況③ 評価時点④ ⑥
⑦=⑤×

⑥

314,387

・現況経費（①,③）：

・評価時点経費（②,④）：

・効果発生面積：

1,659
（体系50a）

ばれいしょ
1,688,649 1,035,329 989,427 409,123 1,233,624 2 2,467

（体系50a）

1,712,368

63 39,701
（体系50a）

えだまめ
891,352 549,426 571,286 360,313 3

大豆
371,879 125,166 843,409 459,940 630,182

552,899

1,723,349

8,691
（体系50a）

2,954,774 2,003,082 1,190,291 900,383 1,241,600

5

7

7,525
（体系50a）

飼料作物
306,764 61,932 622,461 449,222 418,071

（体系50a）

ねぎ

661,378 1,107,861 91

18

なす
6,455,067 5,535,499 908,587

100,815
（体系50a）

水稲
761,122 171,614

受益面積の変動分を、作物別面積割合をベースに按分して算定。

8,617

計

佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の費
用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数に
より補正している。

1,179,731

128

作物名

ha当たり営農経費

労働費（円） 機械等経費（円） （円）
⑤＝

（①-②）
+(③-④）

佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の費
用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数に
より補正している。

　ほ場の大区画化及び乾田化により、ほ場内の作業効率等の向上が図られ営農に係る経費が節
減される効果。

水稲
761,122 151,501 1,179,731 657,226 144,912

（体系100a）
1,132,126



（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
　用水路、排水路

○効果算定式
　年効果額＝現況維持管理費－評価時点の維持管理費

○年効果額の算定

年効果額

③＝①－②
千円

10,708

　施設の新設、改修により、従前の用水路、排水路等の維持管理費が節減される効果。

現況維持管理費 評価時点の維持管理費

① ②
千円 千円

29,611 18,903

・評価時点の維持管理費（②）

・現況維持管理費（①） ：佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改
良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出
済費用換算係数により補正している。

：佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改
良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出
済費用換算係数により補正している。



　(４）更新効果

○効果の考え方

○対象工種
　用水路、農道

○効果算定式
　年効果額＝最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的事業費 還元率 年効果額

① ② ③＝①×②
千円 千円

83,509 0.0505 4,217 耐用年数40年

36,150 0.0505 1,826 耐用年数40年

48,852

54,895

農　道

合　　計

・還元率　（②） ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

・最経済的事業費（①） ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事
業費。佐々木南部郷土地改良事業（変更）計画書を基に、
「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数につい
て」に示す支出済費用換算係数により補正している。

用水路

　老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持
される効果。

対象施設
備　　考

排水路
（関連事業）



　（５）非農用地等創設効果

○効果の考え方

○算定対象
　区画整理の実施により創設された非農用地

○効果算定式

○年効果額の算定
還元率

③

0.0408

・想定経費（①）

・計画経費（②）
・還元率（③）

　（６）文化財発見効果

○効果の考え方

○年効果額算定式
　年効果額＝（埋蔵文化財の発掘及び保存に要する費用）×還元率

○年効果額の算定
経費 耐用年数 還元率
① ②

千円

38,792 100年 0.0408発掘費 1,583

・経費(①) ：埋蔵文化財の発掘及び保存に要する費用。

・還元率（②） ：総効果額を耐用年数期間に換算するための係数。

　事業の実施にともない付随的に埋蔵文化財が具現化される効果。

経費区分 年効果額
③＝①×②

千円

：事業実施前の土地において同様な土地利用を実施するとした場合に想定される
用地調達経費であり、近傍地区における事例を基に算定した。

　年効果額＝（想定経費×Ａ－計画経費×Ａ）×還元率
　　　　　　　※Ａ：非農用地創設面積

① ②
想定経費 計画経費 年効果額

④＝（①－②）×③

　区画整理の面的整備事業において、換地手法を用いて先行的、計画的に公共用地等の非農用地を
円滑に創設することにより、合理的かつ経済的に用地を取得できる効果。

18

千円 千円

1,494 1,046

：区画整理実施地区における用地調達経費を算定した。
：施設等が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するため
の係数。

千円



　（７）地籍確定効果

○効果の考え方

○対象
　区画整理実施地区

○効果算定式
　年効果額＝（現況経費－評価時点経費）×還元率

○年効果額の算定
還元率

③

0.0408

・現況経費（①）

・評価時点経費（②）

・還元率（③）

56,846 84 2,316

：近傍類似地区にける国土調査に要する経費を基に算定し
た。

：区画整理実施地区における国土調査に要する経費を算定し
た。

：施設等が有している総効果額を耐用年数期間に換算するた
めの係数。

① ② ④＝（①－②）×③

千円 千円 千円

　区画が整形化され、地籍が明確になることで国土調査を実施する場合に要する経費が代替さ
れる効果。

現況経費 評価時点経費 年効果額



（８）廃用損失額

○考え方

○対象作物
　排水路（関連事業）

○廃用損失額の算定式
　廃用損失額＝償却資産額×残存率

○廃用損失額の算定

現況施設 設置年 償却資産額 廃用損失額

（廃用施設） （千円） 廃用時までの 今後の使用 残存率 （千円）
① 使用年数② 可能年数③ ④=③/(②+③） ⑤＝①×④

排水路
（関連事業）

68,989

合　　　計 68,989

・廃用損失額(⑤)：

廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、廃止及び改修によっ
て施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

国営土地改良事業「阿賀野川右岸地区」の廃用施設の事業費から廃棄価格
（スクラップとしての価格）を差し引いた額のうち、佐々木南部郷地区分
を按分し、「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に
示す支出済費用換算係数により補正している。

残　　存　　率



５．評価に使用した資料

【共通】

【費用】

【便益】
・新潟県（平成21年９月）「佐々木南部郷地区土地改良事業計画書」（変更）

・便益算定に必要な各種諸元は、新潟県農地部農地整備課調べ

・農林水産省構造改善局計画部監修(1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」
　大成出版社

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林
　水産省農村振興局企画部長通知（平成25年３月26日一部改正））

・新潟県（平成21年９月）「佐々木南部郷地区土地改良事業計画書」（変更）

・平成25年度県営及び団体営土地改良事業の経済効果測定のための諸基準値等
　（新潟県農地部農地計画課）

・北陸農政局新潟農政事務所「新潟農林水産省統計年報」

・費用算定に必要な各種諸元は、新潟県農地部農地整備課調べ



（別紙様式３）

１．地区の概要
（１）地 域 ：新潟県新発田市
（２）受 益 面 積 ：208ha
（３）主 要 工 事 ：区画整理　208ha、暗渠排水　208ha
（４）事 業 費 ：3,682百万円
（５）事 業 期 間 ：平成15年度～平成29年度（第１回計画変更：平成24年度）

２．投資効率の算定

総事業費

年総効果額

廃用損失額 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 37年 当該事業の耐用年数

妥当投資額

投資効率 1.33

３．年総効果額の総括

区分

効果項目

農業生産向上効果

作物生産効果

農業経営向上効果

営農経費節減効果

維持管理費節減効果

生産基盤保全効果

更新効果

総合耐用年数に応じ、年総効果額から妥当
投資額を算定するための係数
（T=５年）

⑦＝⑥／①

還元率*(1+建設利息率)

②

備　　　考数値（千円）

3,892,552

280,205

0

0.0539

243,916

238,723

5,198,609

算定式

①

1,050

1,050
老朽化した施設の更新による従前の農業生産を
維持する効果
対象施設：農道

区　　　　　　　分

③

④

⑤

⑥＝②／⑤－③

米倉地区の事業の効用に関する説明資料

年 総 効 果 効 果 の 要 因

ほ場の大区画化及び乾田化による労働の省力化、
機械経費の節減する効果
対象作物：水稲、飼料作物、大豆　ほか

5,193
施設の新設、改修による維持管理費の増減する
効果
対象施設：用水路　ほか

（ 千 円 ）

30,184

30,184
区画整理及び暗渠排水の整備に伴い農作物の生産
量が増加する効果
対象作物：水稲、飼料作物、大豆　ほか



生産環境整備効果

非農用地創設効果

地域資源保全効果

地籍確定効果

3,566

3,566
ほ場整備の実施に伴う換地により、非農用地（公
共用地）を創設する効果

合　　　計 280,205

1,489

1,489 区画整理の実施により、地籍が明確になる効果



４．効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、飼料作物、大豆、やまのいも、アスパラガス、えだまめ、ばれいしょ

○年効果額算定式

○年効果額の算定
効果 計画単収

効　果 発生 又は 増加 生 産 物 増 加 年効果額

要　因 面積 単収増 生産量 単 価 粗 収 益

現況 評価時点 増減 (ha) （kg/10a） （t） （千円/t） （千円） ％ （千円）
① ② ③ ④ ⑤ ⑥=④×⑤/100 ⑦ ⑧＝⑥×⑦ ⑨ ⑩＝⑧×⑨

136 136 0 単収増 136 72 98 276 27,048 77% 20,827

計 20,827

2 2 0 単収増 2 573 3 111 333 3% 10

計 10

22 39 17 単収増 22 24 5 79 395 63% 249

作付増 17 195 33 79 2,607 0% 0

計 249

2 5 3 単収増 2 255 5 478 2,390 82% 1,960

作付増 3 1,415 42 478 20,076 15% 3,011

計 4,971

0 5 5 作付増 5 339 17 605 10,285 19% 1,954

計 1,954
28,011

1 7 6 単収増 1 53 1 462 231 81% 187

作付増 6 431 26 462 12,012 9% 1,081

計 1,268

3 3 0 単収増 3 407 12 92 1,104 82% 905

計 905
2,173

総計 30,184

大
豆

や
ま
の
い
も

ば
れ
い
し
ょ

え
だ
ま
め

田

畑

畑作物計

田作物計

　農業用用排水施設及び暗渠排水の整備によって、作物の「単収増加」及び「作物別作
付面積の増加」により農作物の生産量が増加する効果。

計
画
地
目

作
物
名

　年効果額＝生産増減量×生産物単価×純益率

純
益
率

作付面積（ha）

水
稲

飼
料
作
物

ア
ス
パ
ラ
ガ
ス



・純益率(⑧)：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。

：農林水産統計等による最近5か年の販売価格に消費者物価指数を反映
　した価格。

・小数点以下を四捨五入していることから、増加粗収益等の記載値は計算結果と
　合わない。

・作付面積
(①・②）

：受益面積の変動分を、米倉土地改良事業（変更）計画書の
作物別面積割合をベースに按分して算定。

・計画単収
　又は、単収増
　(⑤)

・生産物単価
　(⑦)

：農林水産統計等による最近5か年の現況単収に乾田化効果等による
　増収率を反映して算定。なお、効果要因単収増では、計画単収から
　現況単収を差し引いた単収増加分を使用して算定。

・飼料作物の増加生産量は、牛乳換算とするため計算値の25％としている。



（２）営農経費節減効果

○効果の考え方

○対象作物
　水稲、飼料作物、大豆、なす、やまのいも、えだまめ、ばれいしょ

○効果算定式
　年効果額＝現況営農経費－評価時点における営農経費

○年効果額の算定
ha当たり節減額 効果発生 年効果額

面　積
（ha）

（千円）

現況① 評価時点② 現況③ 評価時点④ ⑥
⑦=⑤×

⑥

238,723

・現況経費（①,③）：

・評価時点経費（②,④）：

・効果発生面積：

なす
6,455,067 5,535,497 2,313,712 908,587

（体系50a）

やまのいも
1,957,791 1,393,749

4,755
（体系50a）

39 18,132
（体系50a）

えだまめ
891,352 549,425 697,659 360,313 679,273 7

大豆
371,879 125,165 678,140 459,940 464,914

4,671
（体系50a）

1,688,649 1,035,328 1,312,723 409,123 1,556,921 3

2,324,695 5 11,623

1,233,557 450,262 1,347,337 5 6,737

2 913
（体系50a）

飼料作物
306,764 61,931 660,902 449,222 456,513

ばれいしょ

667,245 1,397,055 58 81,029
（体系50a）

水稲
769,804 171,613

（体系50a）

受益面積の変動分を、作物別面積割合をベースに按分して算定。

110,863
（体系100a）

1,421,321 78

作物名

ha当たり営農経費

労働費（円） 機械等経費（円）

計

米倉土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の費用対効果
分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数により補正
している。

（円）
⑤＝

（①-②）
+(③-④）

米倉土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の費用対効果
分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換算係数により補正
している。

　ほ場の大区画化及び乾田化により、ほ場内の作業効率等の向上が図られ営農に係る経費が節
減される効果。

水稲
769,804 151,499 1,466,109 663,093

1,466,109



（３）維持管理費節減効果

○効果の考え方

○対象施設
　用水路、排水路、農道

○効果算定式
　年効果額＝現況維持管理費－評価時点の維持管理費

○年効果額の算定

年効果額

③＝①－②
千円

5,193

　施設の新設、改修により、従前の用水路等の維持管理費が節減される効果。

現況維持管理費 評価時点の維持管理費

① ②
千円 千円

13,165 7,972

・評価時点の維持管理費（②）

・現況維持管理費（①） ：米倉土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の
費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換
算係数により補正している。

：米倉土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改良事業の
費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す支出済費用換
算係数により補正している。



（４）更新効果

○効果の考え方

○対象工種
　農道

○効果算定式
　年効果額＝最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的事業費 還元率 年効果額

① ② ③＝①×②
千円 千円

20,793 0.0505 1,050 耐用年数40年

1,050合　　計

・還元率　（②） ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

・最経済的事業費（①） ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事
業費。米倉土地改良事業（変更）計画書を基に、「土地改
良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」に示す
支出済費用換算係数により補正している。

農　道

　老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持
される効果。

対象施設
備　　考



　（５）非農用地等創設効果

○効果の考え方

○算定対象
　区画整理の実施により創設された非農用地

○効果算定式

○年効果額の算定
還元率

③

0.0408

・想定経費（①）

・計画経費（②）
・還元率（③）

　（６）地籍確定効果

○効果の考え方

○対象
　区画整理実施地区

○効果算定式
　年効果額＝（現況経費－評価時点経費）×還元率

○年効果額の算定
還元率

③

0.0408

・現況経費（①）

・評価時点経費（②）

・還元率（③）

：区画整理実施地区における国土調査に要する経費を算定し
た。

：施設等が有している総効果額を耐用年数期間に換算するた
めの係数。

36,548 54 1,489

④＝（①－②）×③

現況経費 評価時点経費
②

　区画が整形化され、地籍が明確になることで国土調査を実施する場合に要する経費が代替さ
れる効果。

千円 千円 千円

年効果額
①

：事業実施前の土地において同様な土地利用を実施するとした場合に想定される
用地調達経費であり、近傍地区における事例を基に算定した。

　年効果額＝（想定経費×Ａ－計画経費×Ａ）×還元率
　　　　　　　※Ａ：非農用地創設面積

① ②
想定経費 計画経費 年効果額

④＝（①－②）×③

　区画整理の面的整備事業において、換地手法を用いて先行的、計画的に公共用地等の非農用地を
円滑に創設することにより、合理的かつ経済的に用地を取得できる効果。

3,566

千円 千円

88,447 1,038

：区画整理実施地区における用地調達経費を算定した。
：施設等が有している総効果額を耐用年数期間における年効果額に換算するため
の係数。

：近傍類似地区にける国土調査に要する経費を基に算定し
た。

千円



５．評価に使用した資料

【共通】

【費用】

【便益】

・農林水産省構造改善局計画部監修(1988）「[改訂]解説土地改良の経済効果」
　大成出版社

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日農林
　水産省農村振興局企画部長通知（平成25年３月26日一部改正））

・新潟県（平成25年2月）「米倉地区土地改良事業計画書」（変更）

・平成25年度県営及び団体営土地改良事業の経済効果測定のための諸基準値等
　（新潟県農地部農地計画課）

・北陸農政局新潟農政事務所「新潟農林水産省統計年報」

・費用算定に必要な各種諸元は、新潟県農地部農地整備課調べ

・新潟県（平成25年2月）「米倉地区土地改良事業計画書」（変更）

・便益算定に必要な各種諸元は、新潟県農地部農地整備課調べ
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